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ブロックチェーンで
世界を簡単に。
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2014年設立
(パン屋でプログラムを書く日々 )
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株式会社 bitFlyer 
Holdings

株式会社 bitFlyer 
Blockchain

2019年7月に分社化

ブロックチェーン
事業

株式会社
bitFlyer

bitFlyer
USA, Inc.

bitFlyer 
EUROPE S.A.

暗号資産交換業
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5つの事業ドメイン

miyabi Core
自社プロダクト
”miyabi”の提供

ブロックチェーンの
クラウドサービス

共同事業の
プロデュース

レグテック（規制☓テクノロジー）
領域でのサービス

BaaS
(Blockchain as a Service)

Joint Business

RegTech Service４

３

２

１

ブロックチェーン活用を軸にした
事業企画支援などのサービスConsulting Service5
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ミドルウェア
(ブロックチェーン)

アプリケーション

ソリューション

インターフェイス API / SDK

STO/IEO
Solution

ブロックチェーンID

bPassport

miyabi PaaS

オンプレミスクラウド

インフラ

bPassport
(App)

bVote
(App)

不動産PF THQ IEO
PF

STO
PF

・・・

・・・
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ブロックチェーンレイヤーから
アプリケーションレイヤーまで幅広にサービス展開

https://www.fotoware.com/products/digital-asset-management-on-microsoft-azure-marketplace
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• 様々な場面で求められる本人確認
（病院、役所、銀行、携帯ショップなど）

• 偽造によるなりすましリスク
（事業者毎に高コストなKYCを実施）

• 国などが発行する複数のIDが存在
（免許証、マイナンバーカード、パスポート、住民票など）

IDを取り巻く問題

10

中央集権的な国や企業が本人であることを都度証明

社会的なムダが多い

住民基本台帳カード、健康保険証、
各種年金手帳、在留カード・・・など多数



ブロックチェーンIDサービス 「bPassport」

ブロックチェーンの
クラウドサービス

BaaS
(Blockchain as a Service)

１

b.tokyo2019にて構想発表（2019年10月）
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ブロックチェーン技術によるID進化の領域

ビジネスの
広がり

ID 1.0

ID 2.0

ID 3.0
ID 4.0

認証の効率化既存の認証 認証の高度化

bPassport にて実現

データビジネス・情報銀行 vs GDPR・データ独禁法などの規制Marketing x Tech 現在

ID進化論

データの民主化
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ID1.0から2.0へ

ID1.0

既存の認証
複数パスワード

管理が煩雑

ID2.0

SNS認証で効率化
ID1つで複数サービス利用

なりすましの懸念
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ID3.0

SNSの情報が
正確かは分からない

既存ID ブロックチェーンID

ビル・ゲイツ

情報の正しさを
第三者が認証（お墨付き）

株式会社bitFlyer Blockchain

東京大学大学院工学系研究科

港区在住

☑

大学
☑

不動産

☑

保険

☑

銀行
加納 裕三

ID:@YuzoKano1

株式会社bitFlyer Blockchain

東京大学大学院工学系研究科

港区在住

加納 裕三
ID:@YuzoKano
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ブロックチェーンIDによる認証の高度化

自分が本人であると証明可能な世界へ
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大手事業者へのデータ集中をけん制

GDPR違反で62億円の制裁金

世界的に進む個人情報利用ルールの厳格化

企業のリスク増大
出典）公正取引委員会 「データと競争政策に関する検討会」報告書 /

日本経済新聞 （2019年1月23日）/日本経済新聞（2020年1月7日）

クッキーを利用した行動履歴情報への規制



②匿名・統計データの販売

利用者個人

事業者B事業者A

①データ提供 ④営業・広告

③購入

事業者間のダイレクト流通

本人の同意なきデータの第三者利用
16出典）日本経済新聞 （2019年8月26日）/日本経済新聞（2013年7月25日）

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO48995010W9A820C1MM8000/
https://www.nikkei.com/article/DGXNASDD250O8_V20C13A7TJ0000/


企業間の個人情報の直接取引がリスクに
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ID4.0

利用者個人

事業者B事業者A

ブロックチェーンID (個人主権型ID)

ブロックチェーンID

②データ提供

③サービス
提供等

①データ提供

本人がデータを持ちデータ提供をコントロール

• データ流通による便利さを求める中、
事業者間の情報連携がリスクに
（信用情報提供による保険料の割引、ローン利率低減等）

• ID3.0で自己証明が可能な社会へ

• ID4.0で個人が情報の仲介役に

×



⚫ 銀行などが本人確認したお墨付きをIDに格納

⚫ IDを提示するだけでサービス利用が簡単に

⚫ スマホ1つでセキュアに個人情報を管理

⚫ 自分自身で個人情報の提供を判断

ブロックチェーンID bPassport
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不動産コンソーシアム

不動産会社 電力会社

bPassportの構想

・・・

MaaSプラットフォーム

自動車メーカー タクシー会社

利用者
個人

19

初回KYC

各社より本人証明のお墨付き
IDを提示するだけでサービス利用が簡単に

ログイン利用 ログイン利用 ログイン利用



bPassportの仕組み
不動産管理会社A 電力会社B

個人情報ハッシュ
X3f56H@kJI・・・

②ハッシュ化

③お墨付き付与

個人情報
(端末で管理)

✔

個人情報
氏名：小畑翔悟

住所：東京都港区

賃貸契約

①賃貸
契約締結

個人情報ハッシュ
X3f56H@kJI・・・

✔

⑥本人確認
(検証)

お墨付き

④利用
契約締結

お墨付き

⑤お墨付き
取得
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利用者A

bPassport Platform

個人情報
氏名：小畑翔悟

住所：東京都港区

ハッシュ値
X3f56H@kJI・・・

利用者A



• 様々な場面で求められる本人確認
（病院、役所、銀行、携帯ショップなど）

• 偽造によるなりすましリスク
（事業者毎に高コストなKYCを実施）

• 国などが発行する複数のIDが存在
（免許証、マイナンバーカード、住民票、戸籍など）
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本人証明を効率化しても信用できる社会へ

社会的なムダを排除

• 自己証明でOneIDへ

• お墨付きでなりすまし防止

• IDを提示するだけで解決

IDを取り巻く問題 ブロックチェーンIDが導く未来
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不動産業界での活用

日本経済新聞
（2019年7月23日）

仮想通貨Watch
（19年7月23日）

23出典）日本経済新聞（2019年7月23日朝刊）/仮想通貨Watch

https://www.nikkei.com/article/DGXLRSP515085_T20C19A7000000/
https://crypto.watch.impress.co.jp/docs/event/1197668.html


スマホのみで賃貸契約

ブロックチェーンネットワーク

ブロックチェーンIDサービス bPassport
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小売業界での活用検討
大手小売グループ企業内

事業者A（関東） 事業者A（関西） 事業者A（九州）

他プラットフォーム

ブロックチェーンネットワーク

ブロックチェーンIDサービス bPassport

事業者X

✓グループ企業内でも組織や地域ごとに既存システムがバラバラ
✓DXでより顧客との接点を強化したいもののシステム統合は非現実的
✓One ID構想と他社プラットフォームとの連携も視野に

利用者
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個人の評価への活用検討
人材業界

✓バックグラウンドチェックなどに多大なコスト
✓転職者の職歴・学歴・スキルを評価できる仕
組みを低コストで実現したい

✓物流業界におけるドライバー不足問題
✓ドライバーを直雇用する仕組みを構築したい
✓過去の運送業務実績や事故履歴を評価

26出典）日経新聞（2020年6月12日） / 日経ビジネス（2019年9月13日）

日経新聞
(2020年6月12日)

物流業界

日経ビジネス
(2019年9月13日)

https://business.nikkei.com/atcl/NBD/19/special/00213/


ブロックチェーン投票サービスbVote

27出典）当社プレスリリース /日本経済新聞 6月10日

日本経済新聞
6月10日 朝刊12面

当社プレスリリース

https://blockchain.bitflyer.com/pdf/20200610-bVote-shareholders-meeting.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO60158560Z00C20A6TJ1000/


bVoteによるオンライン株主総会を実施
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テレビ朝日 「ANN ニュース」 のほか
テレビ東京「モーニングサテライト」など地上波で紹介

ITmedia / CNET Japan / JBpress / コインデスクや

海外メディアなどにも多数掲載
記事出典）テレ朝ニュース「きょう株主総会の集中日 3密対策で新様式に」 / ITmedia

https://news.tv-asahi.co.jp/news_economy/articles/000187070.html
https://www.itmedia.co.jp/business/articles/2006/26/news105.html
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戦略立案～実行支援までを幅広に支援

金融 製造・流通
テクノロジー・

メディア・通信

資源・

エネルギー
不動産 医療・製薬

政府・

公共サービス

• メーカー

• 消費財

• 小売・流通

• 銀行

• 証券

• 保険

• 鉱業・金属

• 石油・化学

• エネルギー

• ハイテク

• メディア

• 通信

• 医療

• 製薬

• ヘルスケア

• 不動産開発

• 建設

• 仲介・管理

• 中央省庁

• 地方自治体

• 交通インフラ

Strategy

Planning

Design

Development

◼ ビジネス×ブロックチェーンの視点で革新的なサービスを創造

◼ 事業戦略、ビジネスモデル、新規サービス／PoC企画 等

◼ ブロックチェーン市場の動向を加味した実行性の高い導入計画を立案

◼ 事業計画、中長期ロードマップ、プロジェクト計画 等

◼ ブロックチェーンの特性を踏まえた業務・システムのデザイン

◼ 業務プロセス・フロー、システムアーキテクチャ、RFP・要件定義 等

◼ ブロックチェーンを活用したシステム開発プロジェクトの推進・管理

◼ 事業者選定、PMO (Project Management Office)、PoC実行支援 等

ブロックチェーン活用を軸にした
事業企画支援などのサービス

Consulting
Service

5
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契約管理

権利管理

STO / IEO

データビジネス

Token Economy

存在証明

真贋証明

IoT セキュリティ

決済

(セトルメントコイン)

トレーサビリティ

個人主権型ID

契約や権利をブロックチェーンに記録することで、その真正性をビジネスに有効活用できないか？事務コス

トが多大で権利収益を適切に受け取れていない現状を解決できないか。

ブロックチェーンで発行するTokenを活用して次世代の資金調達や金融スキームを実現できないか？投

資家とのエンゲージメント強化や投資家自体の把握ができないか。

KYC (本人確認) した情報や個人の信用に値する情報を他企業と共有する／共有してもらうことで、例

えば、ギグワーカーの信用を保証するサービスを実現できないか。

価値の新しい形をブロックチェーンで表現することにより、その価値を媒介として新な経済圏を実現できな

いか。金銭的対価以外の要素でエンゲージメント強化できないか。

過去のある時点に生成されたデータが、確かにその状態で存在していたことの証明や物理的なモノが本

物であることの証明にブロックチェーンを活用できないか。

今後、IoTデバイスの数が指数関数的に増加していく中で、IoTデバイスから取得するデータの真正性

担保やデバイス自体のセキュリティ対策にブロックチェーンを活用できないか。

多段構造の商流を持つ産業において、法人間決済にTokenを活用することで債権・債務関係をリアル

タイムに解消し、スキーム全体の運転資本を低減することはできないか。

製造から小売りまでのトレース以外にも、商品・製品が消費者へ流通した後もトレースできないか。中古

市場における買い手と売り手の情報の非対称性を解消できないか。

個人情報保護法やGDPRの観点でデータビジネスのあり方が問われている中で、個人が自身のIDとデ

ータを管理するスキームを実現できないか。

主要テーマと論点
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テック・ビジネス両面を熟知するコンサル集団

加納 裕三

東京大学大学院工学系研究科修了。ゴールドマン・サックス証券会

社等を経て、2014年1月に株式会社bitFlyerを共同創業。日本

ブロックチェーン協会代表理事、ISO / TC307国内審議委員会委

員、官民データ活用推進基本計画実行委員会委員。

CEO

小宮山 峰史

早稲田大学理工学部卒業。コナミ、ソニーエンターテイメント、ゴール

ドマン・サックス証券株式会社等を経て株式会社タイムインターメディ

アのCTOを務めたのち、2014年にbitFlyerを共同創業。クラウド技

術、暗号技術、ミッションクリティカルなシステムを得意としている。

Director / CTO

Head of Consulting Div. / Project Manager Senior Consultant / Project Manager

市薗 啓太

九州大学大学院 総合理工学府を修了後、SIer、コンサルティング

ファームを経て現職。前職では、金融・製造・小売・通信などにおいて

ITを中心とした戦略策定から企画・実行支援まで幅広いテーマに従

事。現在はプロジェクトマネージャーとしてブロックチェーン事業全般の

推進・管理を担当。

岡嵜 翔太郎

NTTデータでキャリアをスタート。PwC、デロイト トーマツ コンサルティ

ング等で経営コンサルタントとして事業戦略立案、Fintech・デジタル

戦略立案、オペレーション改革等に従事。ブロックチェーン×ビジネスの

切り口で数多くのコンサルティング経験を有する。

Thomas Nguy

BNPパリバでITエンジニアとしてのキャリアをスタート。 その後世界

最大のECサイトに入社し、ウェブアプリケーションのセキュリティ保護

を中心としたプロジェクトに取り組む。ブロックチェーンと仮想通貨に

興味を抱き、2018年にbitFlyerに入社。日本の文化に魅了され

ている。

Lead EngineerSenior Consultant / Project Manager

長澤 尚

慶應義塾大学理工学部卒業後、大手信託銀行に入行。その後、

戦略系コンサルなどにて金融、通信、流通業界を中心に、戦略策定、

事業企画、マーケティング等のコンサルティングに従事。現在はブロック

チェーンを活用した新規事業開発を担当。
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Q&A
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